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２ ０ １ ９ 年 度 事 業 報 告 

（２０１９年４月１日から２０２０年３月３１日まで） 

Ⅰ 概要 

２０１９年度は、通信・放送など社会経済の発展を支える電波の利用に関する調査研

究、研究開発、照会相談業務等のコンサルティング、情報提供業務、普及啓発事業、

電波利用システムの標準規格等の策定・改定、関連外国機関との連絡等を実施した。 

 

調査研究関係としては、高度無線通信研究委員会を始め、８つの委員会等で、ＩＭ

Ｔに関する調査研究等を行うとともに、「第５世代移動通信システムの国際協調に向

けた調査及び国際機関等との連絡調整事務」等の７件の受託調査研究を行った。 

研究開発関係としては、無線ＬＡＮシステム開発部会を始め４つの開発部会での研究

開発を行った。 

照会相談業務関係としては、無線回線及び伝搬障害防止に係る照会相談業務について

９８６件の処理を完了した。 

情報提供業務関係としては、電波利用関連ホームページの掲載内容を関連性や目的別

に分類するとともに、電波法関係告示の掲載内容を更新するなどして、電波の有効利用

に資する情報を提供した。 

普及啓発関係としては、電波功績賞として総務大臣表彰２団体１個人、一般社団法人

電波産業会会長表彰５団体をそれぞれ表彰するとともに、ＡＲＩＢ機関誌を４回、ＡＲ

ＩＢニュースを４９回それぞれ発行、電波利用講演会を２回、電波利用懇話会を６回そ

れぞれ開催し、会員を始め電波関係者に電波の利用に関する情報の提供を行った。また、

国際普及活動については、中南米、南部アフリカ及びアジアにおいて、地上デジタルテ

レビ放送日本方式（ＩＳＤＢ－Ｔ）の普及活動を行った。 

標準規格等の策定関係としては、「映像・音声・データ個別ストリーム形式による

番組制作用ＩＰインタフェース」を始めとする標準規格の策定３件、「ＵＷＢ（超広

帯域）無線システム」など標準規格の改定２２件、「中短波放送所周辺の刺激作用に

係る電波防護のための電磁界強度の評価法」など技術資料の策定１件、「高度広帯域

衛星デジタル放送運用規定」など技術資料の改定１２件を行った。また、「８００Ｍ

Ｈｚ帯(広帯域)ＭＣＡ陸上移動通信を行う無線局の無線設備」などの廃止３件を行っ

た。 

以上のように、２０１９年度も各事業計画を順調に遂行することができたことは、

会員のご協力及び関係各機関のご支援、ご協力の賜であり、厚く謝意を表するもので

ある。 

 



 

 

Ⅱ 業務報告 

１ 電波の利用に関する調査、研究及び開発 

  (1) 調査研究 

次の表の左欄に掲げる業務委員会の下に調査統計小委員会、技術委員会の下に自

営無線通信調査研究会、テラヘルツ調査研究会、放送国際標準化ワーキンググルー

プ、固定系無線将来展望調査研究会及び気象レーダー調査研究会を設置するほか、

高度無線通信研究委員会及び電磁環境委員会において、それぞれ同表の右欄に掲げ

る電波の利用に関する調査研究等を行った。 

調 査 研 究 会 等 の 名 称 調 査 研 究 の 概 要 

業 務 

委員会 
調 査 統 計 小 委 員 会 電波産業に関する調査統計 

技 術 

委員会 

自 営 無 線 通 信 調 査 研 究 会 
国内外の自営無線通信や関連する技術の現状

と動向に関する調査研究 

テ ラ ヘ ル ツ 調 査 研 究 会 
テラヘルツの研究開発と実用化を促進するた

め利用分野、各種課題等に関する調査研究 

放送国際標準化ワーキンググループ  放送分野における国際標準化に関する検討 

固定系無線将来展望調査研究会 
固定無線通信システムのサービス要件、技術

要件等の検討 

気 象 レ ー ダ ー 調 査 研 究 会 
各種気象レーダーシステムの最適周波数帯の

明確化及び技術要件の検討 

高 度 無 線 通 信 研 究 委 員 会 

① ３ＧＰＰ及びｏｎｅＭ２Ｍへの参加等を

通したＩＭＴ及びＭ２Ｍ標準化の検討、

推進 

② ＩＭＴに関するＩＴＵ－Ｒへの寄与 

③ ブロードバンドワイヤレスアクセスに関

する技術検討と標準化の推進 

 

電 磁 環 境 委 員 会 
通信・放送分野における電磁環境問題に関す

る調査研究及び普及・啓発 

 

 (2) 受託調査研究 

総務省から次に掲げる調査研究５件を受託して実施したほか、一般財団法人

や民間企業から「無線設備の適合性評価における試験方法等に関する調査検

討」等２件の調査研究を受託して実施した。 

 特に下記③の第５世代移動通信システムを導入するための調査検討等について

は、多岐に渡る実証試験に関係する組織、団体等と連携して、実証試験と標準化

の効果的な推進に寄与できるよう迅速な対応を図るため、研究開発本部内に設置

されている「５Ｇ実証試験推進センター」で業務を行った。 



 

 

① 「ＩＴＳ用周波数の世界的調和に対応するための国際機関等との連絡調整

事務の請負」 

② 「第５世代移動通信システムの国際協調に向けた国際機関等との連絡調整

事務の請負」 

③ 「３．７ＧＨｚ帯、４．５ＧＨｚ帯及び２８ＧＨｚ帯の周波数帯へ第５世

代移動通信システムを導入するための調査検討等の請負」 

④ 「公共安全ＬＴＥの実現に向けた調査検討」 

⑤ 「空港滑走路における９０ＧＨｚ帯ＦＯＤレーダーの導入に向けた周波有

効利用に関する検討の請負」 

 

(3) 研究開発 

技術委員会の下に次の表の左欄に掲げる開発部会を設置し、それぞれ同表の右欄

及び点線の下欄に掲げる電波の利用に関する研究開発を行った。 
 

開 発 部 会 の 名 称 研  究  開  発  の  概  要 

無 線 Ｌ Ａ Ｎ シ ス テ ム 開 発 部 会 
無線ＬＡＮシステムの信頼性の向上及び高

度化等のための研究開発と標準化 

ＩＥＥＥ８０２．１１ａｘの制度化に向けた技術的側面からの検討を行い制度改正に

反映、気象レーダーの共用条件に関して無線ＬＡＮのＤＦＳ機能要件等の検討、空間伝

送型ワイヤレス電力伝送システムとの共用について無線ＬＡＮを保護するための技術的

条件の検討、公衆無線ＬＡＮ環境の定点観測等を行った。また、５Ｇ帯無線ＬＡＮ国際

標準化対応作業班において、ＷＲＣ－１９の議題である５ＧＨｚ帯における無線ＬＡＮ

システムの使用に関する技術検討を行い、２０１９年１０月に開催された同会合におい

て無線通信規則の改正に反映された。本作業班は、これにより所期の目的を達成したた

め同年１２月に解散した。 

デ ジ タ ル 放 送 シ ス テ ム 開 発 部 会 

デジタル放送サービスにおける送信装置か

ら受信装置までの技術方式に関する研究開

発と標準化 

超高精細度テレビジョン放送システム関係では、マルチメディア符号化方式（第２世

代）において新元号「令和」の合字を追加する改定案を作成した。また、デジタル放送

におけるＭＭＴによるメディアトランスポート方式及びデジタル放送に使用する番組配

列情報において４Ｋ８Ｋに対応した高速デジタルインタフェースに関する改定案を作成

した。 

受信機関係では、高度広帯域衛星デジタル放送用受信装置標準規格において、ＰＯＦ

光配信システムに関するパラメータを追記した改定及び４Ｋ８Ｋに対応した高速デジタ

ルインタフェースに関する改定案を作成した。 

ス タ ジ オ 設 備 開 発 部 会 

放送局内における番組制作・編集システム

及び伝送システムの研究開発と標準化活動 



 

 

映像関係では、スタジオ映像作業班においてＨＤＲカラーバーに関する標準規格の改

定及び高ダイナミックレンジ映像を用いた番組制作の運用ガイドラインの改定案を作成

した。また、機器間インタフェース作業班においては、映像・音声・データ個別ストリ

ーム形式による番組制作用ＩＰインタフェース標準規格の策定案及び関連する２件の標

準規格改定案を作成した。さらに、放送素材ファイルフォーマット検討作業班において

傘下に４Ｋ８ＫファイルフォーマットＪＴＧを設置し、４Ｋ８Ｋ用の番組交換ファイル

フォーマットに関する規格案の作成に向けて審議を行った。 

音声関係では、放送素材ファイルフォーマット検討作業班の傘下に音声ファイルフォ

ーマットＪＴＧを設置し、次世代音声ファイルフォーマットに関する規格案の作成に向

けて審議を行った。 

素  材  伝  送  開  発  部  会 
放送局におけるＦＰＵ等の素材伝送システ

ムの研究開発と標準化 

ＦＰＵ関係では、地上無線素材伝送作業班傘下の準マイクロ波帯ＦＰＵ検討ＴＧで

１．２ＧＨｚ／２．３ＧＨｚ帯高度化ＦＰＵの標準規格案を作成した。今後は、マイク

ロ波帯ＦＰＵの規格改定作業を進めていく。 

 

２ 電波の利用に関するコンサルティング、普及啓発等 

  (1) 照会相談業務 

照会相談業務については、次の表に掲げるとおり、９８６件の処理を完了した。

無線回線に係る照会相談業務については、９５２件、１，４４８無線区間の処理を

完了した。また、伝搬障害防止に係る照会相談業務については、電波伝搬路と高層

建築物等とのクリアランス計算３４件の処理を完了したほか、伝搬障害防止区域図

の縦覧２４件に応じた。 

照会相談業務の利用区分等 件  数 無線区間数 

無線回線に係る照会相談業務 

（使用可能周波数の検討等） 

電気通信業務 １７５ １７７ 

公 共 業 務 ３２６ ５５０ 

放 送 業 務 ２０９ ２０９ 

衛 星 業 務 ２０９ ２０９ 

共用調整業務 ３３ ３０３ 

小   計 ９５２ １，４４８ 

伝搬障害防止に係る照会相談業務（クリアランス計算） ３４ － 

合   計 ９８６ １，４４８ 

 

照会相談業務の利用者及び無線局免許人等を対象とした照会相談業務研修会を東

京都、京都市、熊本市及び福岡市において開催し、照会相談業務の解説等を行うと

ともに、利用者等の意見・要望を把握するための意見交換を実施した。 

また、照会相談業務用電子計算システムについては、ＯＳのサポート終了に対応

するためシステムのＷｉｎｄｏｗｓ１０化の実施及び既存業務に関する機能改善等

のためのプログラム開発を実施したほか、総務省の技術計算システム（ＰＡＲＴＮ

ＥＲ）のプログラム開発及び機能拡張にあたって、技術情報の提供及びデータ連携



 

 

試験に対応した。 

更に、総務省が開催した「電波有効利用成長戦略懇談会 令和元年度フォローア

ップ会合」への提言、東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会が委

託により開催した「東京２０２０大会に使用する周波数に関する検討会」への参加

により、電波有効利用の具体的方策の検討及び周波数の共用検討に貢献した。 

(2) 情報提供業務 

情報提供業務については、電波利用関連ホームページの掲載内容を電波法令関連

情報、電波利用制度に関する情報、電波適正利用に関する情報やＡＲＩＢ関連情報

等の関連性や目的別に分類し、利用者の閲覧性を高めるとともに、定期的に電波法

関係告示等の内容を更新するなどして、電波の有効利用に資する情報として提供し

た。 

  (3) 電波産業振興事業 

電波産業の振興を図るため、以下の活動を実施した。 

①  電波産業年鑑２０１９の発行 

②  ＣＥＡＴＥＣ ２０１９への出展 

  (4) 普及啓発事業 

   ア 電波功績賞 

第３０回電波功績賞表彰式（回数は旧財団法人電波システム開発センターから

の通算である。）を２０１９年６月２５日の第９回定時総会に引き続いて行い、

次の表に掲げるとおり、２団体１個人に総務大臣表彰の授与、５団体に一般社

団法人電波産業会会長表彰の贈呈を行った。 

 

総務大臣表彰 

 

「４Ｋ・８Ｋ 放送機器の開発と新４Ｋ８Ｋ 衛星放送送出システムの実用化」 
 

日本電気株式会社 放送・メディア事業部 

代表 八所 昌宏 殿（日本電気株式会社 放送・メディア事業部第二技術

部 マネージャー） 

 

「新４Ｋ８Ｋ衛星放送の実用化に伴うＢＳ右旋の周波数再編の推進」 
 

一般社団法人 放送サービス高度化推進協会 ＢＳ右旋帯域再編実施グルー

プ 

代表 水谷 芳信 殿（株式会社ビーエスフジ 取締役） 

 

「第５世代移動体通信システムの実用化に向けた国際標準仕様策定」 
 

永田 聡 殿 

（株式会社 NTTドコモ ５Ｇイノベーション推進室 担当課長） 

 



 

 

一般社団法人電波産業会会長表彰 

 

「デジタル業務無線における高騒音対応雑音抑圧技術の開発および実用化」 
 

三菱電機株式会社 

代表 古田 訓 殿（三菱電機株式会社 情報技術総合研究所 情報表現技術

部 音響技術グループ 主席研究員） 

 

「離島通信及び災害対策向け高効率衛星通信システム実用化」 
 

日本電信電話株式会社 

代表 山下 史洋 殿（日本電信電話株式会社 アクセスサービスシステム

研究所無線エントランスプロジェクト グループリーダ） 

 

「可搬型非常用ＵＨＦ帯伝送・放送装置とアンテナの開発」 
 

関西テレビ放送株式会社 

代表 奥村 肇 殿（関西テレビ放送株式会社 放送技術局 局長） 

 

「無線アクセスネットワークのオープン化」 
 

株式会社ＮＴＴドコモ 無線アクセスネットワークのオープン化推進チーム 

代表 安部田 貞行 殿（株式会社ＮＴＴドコモ 無線アクセス開発部 部

長） 

 

「災害時における船舶を利用した携帯電話基地局（船舶型基地局）の実用化」 

ＫＤＤＩ株式会社 船舶型携帯電話基地局システム実用化チーム 

代表 上口 洋典 殿（ＫＤＤＩ株式会社 技術統括本部 運用本部サービス

コントロールセンター センター長） 

 

 



 

 

イ 普及啓発 

ＡＲＩＢ機関誌を第１０５号から第１０８号まで、発行するとともに、会員ホ

ームページにおいてＰＤＦファイルによるダウンロードサービスの提供を行った。 

また、ＡＲＩＢニュースを第１１６５号から第１２１２号まで発行し、当会の

ホームページに掲載するとともに、毎発行時に会員への電子メールによる通知を行

った。 

さらに、会員を始め電波を利用する関係者に対し、電波の利用に関する情報を

提供するため、次の表に掲げる２回の電波利用講演会及び６回の電波利用懇話会を

それぞれ開催した。 

 

①  電波利用講演会 

年月日 演      題 講      師 

２０１９年 

５月２７日 

電波の日記念講演会 

 

講演１（基調講演） 

「データ主導社会の実現に向けて ～電

気通信事業分野における競争ルール

等の包括的検証～」 

 

講演２ 

「携帯キャリア事業新規参入に向けた

楽天の取り組み」 

 

講演３ 

「進化をつづける放送の現在と未来」 

 

講演４ 

「５Ｇ＋８Ｇで変える２０２０年の生

活について」 

 

 

総務省 

総合通信基盤局長 谷脇 康彦 様 

 

 

 

楽天モバイル株式会社 

代表取締役社長  山田 善久 様 

 

 

日本放送協会 

専務理事・技師長 児野 昭彦 様 

 

 

シャープ株式会社 

常務 研究開発事業本部長 

種谷 元隆 様 

２０１９年 

７月５日 

周波数資源開発シンポジウム２０１９ 

 

基調講演 

「最近の電波政策の動向について」 

 

 

講演１ 

「未開領域への挑戦：テラヘルツ波応

用技術」 

 

 

 

 

総務省 総合通信基盤局 電波部 

電波政策課長   布施田 英生 様 

 

 

国立研究開発法人情報通信研究機構 

未来ＩＣＴ研究所長、 

ＡＲＩＢテラヘルツ調査研究会 

委員長 

        寳迫 巌 様 



 

 

講演２ 

「ミリ波通信機器の現状とポテンシャ

ル：特別なものから幅広いインフラ

へと変わりつつあるミリ波通信」 

 

講演３ 

「マイクロ波空間伝送でワイヤレス電

力伝送は新たなフェーズへ」 

 

 

講演４ 

「衛星コンステレーションや衛星５Ｇ

技術の動向と次世代衛星通信技術」 

 

ＩＨＳマークイット 

シニアアナリスト/ジャパンリサー

チ 

大庭 光恵 様 

 

京都大学 生存圏研究所 教授、 

ワイヤレス電力伝送実用化コンソ

ーシアム 代表  

          篠原 真毅 様 

 

国立研究開発法人情報通信研究機構 

ワイヤレスネットワーク 

総合研究センター 

宇宙通信研究室長  豊嶋 守生 様 

 

②  電波利用懇話会 

年月日 内               容 

２０１９年 

４月１８日 

第１６６回電波利用懇話会 

「テラヘルツセンシング・イメージングの最新技術開発動向と実用化に向けた

近未来展望」 

情報通信研究機構 テラヘルツ研究センター センター長 寳迫 巌様 

情報通信研究機構 電磁波研究所 電磁波応用総合研究室 室長 福永 香 様 

理化学研究所 光量子工学センター テラヘルツイメージング研究チーム 

 チームリーダー 大谷 知行 様 

２０１９年 

５月２４日 

第１６７回電波利用懇話会 

「北海道胆振東部地震＆ブラックアウトにおける通信・放送サービスについ

て」 

総務省 北海道総合通信局 前局長 藤本 昌彦 様          室長    中村 裕治 様 

２０１９年 

６月１３日 

第１６８回電波利用懇話会 

「地上テレビジョン放送の高度化技術に関する研究開発の結果と今後の取組」 

総務省 情報流通行政局 放送技術課課長補佐 加藤 智之 様 

日本放送協会 放送技術研究所 伝送システム研究部 上席研究員 土田 健一 様 

２０１９年 

７月１６日 

第１６９回電波利用懇話会 

「ローカル５Ｇの実現に向けた総務省の取組」 

総務省 総合通信基盤局 電波部 移動通信課 課長補佐 大塚 恵理 様 

第５世代モバイル推進フォーラム（５ＧＭＦ）    事務局長 大村 好則 様  

２０１９年 

１１月８日 

第１７０回電波利用懇話会 

「第５世代移動通信システム等の高周波領域における電波防護指針」 

総務省総合通信基盤局電波部 電波環境課 課長補佐 渡邊 修宏 様 

シャープ株式会社通信事業本部パーソナル通信事業部無線開発部 

 部長 清木 嘉裕 様 



 

 

２０２０年 

１月８日 

第１７１回電波利用懇話会 

「２０１９年世界無線通信会議（ＷＲＣ－１９）の結果について」 

総務省総合通信基盤局電波部電波政策課国際周波数政策室 室長 深堀 道子 様 

  

(5) 国際普及活動 

        普及戦略委員会の下のデジタル放送国際普及部会に設置したデジタル放送普

及活動作業班（ＤｉＢＥＧ）では、総務省等と連携して日本が開発した地上デ

ジタルテレビ放送方式（ＩＳＤＢ－Ｔ）の国際普及活動等を進めている。２０

１９年５月にボリビアで、２０２０年２月にはアンゴラでセミナー等を開催し

た。アンゴラは、２０１９年２月に新たにＩＳＤＢ－Ｔの採用を決定した国で、

採用国は日本を含めると２０か国に達した。また、広くＩＳＤＢ－Ｔの優れた

特長をアピールするため、全米放送機器展「ＮＡＢ２０１９」、南米最大の放

送機器展「ＳＥＴ ＥＸＰＯ ２０１９」や「Ｉｎｔｅｒ ＢＥＥ ２０１９」の

場を通して、普及活動を推進した。特に、ブラジルのＳＢＴＶＤフォーラム

（ブラジル地上デジタルテレビ放送規格団体）やＳＥＴ（ブラジルテレビ放送

技術協会）とは定期的に会合を実施し、ＩＳＤＢ－Ｔの発展に進めている。 

        ＩＳＤＢ－Ｔの特長の一つである「緊急警報放送（ＥＷＢＳ）」について、

地震や津波による被害が多発している中南米のペルー、コスタリカ、エルサル

バドルなどで導入に対する期待が非常に高く、ＤｉＢＥＧとして技術的な支援

を進めている。このＥＷＢＳは当初、ブラジル規格（ＡＢＮＴ）で規格化され

ていなかったが、２０１９年１１月に規格化されることが決まった。 

        一方、地上４Ｋ８Ｋ放送など、地上デジタル放送の高度化に向け、世界的な

せめぎ合いがスタートしている中、２０１９年８月、ブラジルから日本の地デ

ジ高度化方式（地上４Ｋ８Ｋ）について連携していきたいとの強い要望があり、

１１月から技術検討会をスタートしている。 

 

 



 

 

３ 標準規格の策定等 

次の表に掲げるとおり、規格会議において標準規格等の策定、改定又は廃止を行っ

た。 

(1) 第１１１回規格会議（２０１９年４月１２日） 

 標準規格等番号 版数 標準規格等名 

策定 ＳＴＤ－Ｂ７４ １．０ 

映像・音声・データ個別ストリーム形式 

番組制作用ＩＰインタフェースにおけるＡＲＩＢ 

ＳＴＤ－Ｂ７３で規定されるデータ構造を持つＲ

ＴＰストリームの運用 標準規格 

改定 

ＳＴＤ－Ｔ１０６ ２．０ 
構内無線局 陸上移動局９２０ＭＨｚ帯移動体識

別用無線設備 標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ１０８ １．３ 
９２０ＭＨｚ帯テレメータ用、テレコントロール

用及びデータ伝送用無線設備 標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ１１８ １．２ 
時分割・直交周波数分割多元接続方式デジタルコ

ードレス電話用無線設備 標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ１１９ １．１ 
２００ＭＨｚ帯広帯域移動無線中継通信用無線設

備(可搬型) 標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ１２０ １．２０ 
IMT Systems based on 3GPP Specifications 

ARIB STANDARD 

改定 

ＴＲ－Ｔ２３ １．２０ 
IMT Systems based on 3GPP Specifications 

ARIB Technical Report 

ＴＲ－Ｂ３６ １．２ 
超高精細度テレビジョン番組制作用ディスプレイ

の色域包含率計算法 技術資料 

ＴＲ－Ｂ３９ ２．１ 高度広帯域衛星デジタル放送運用規定技術資料 

ＴＲ－Ｂ４５ １．１ 
テレビジョンカメラの感度・信号対雑音比測定法 

技術資料 

 

(2) 第１１２回規格会議（２０１９年７月３０日） 

 標準規格等番号 版数 標準規格等名 

改定 

ＳＴＤ－３８ ３．０ 電波防護 標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ６７ ２．０ 

特定小電力無線局４００ＭＨｚ帯及び１，２０

０ＭＨｚ帯テレメータ用、テレコントロール用

及びデータ伝送用無線設備 標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ１２０ １．３０ 
IMT Systems based on 3GPP Specifications 

ARIB STANDARD 

ＳＴＤ－Ｂ６２ ２．２ 
デジタル放送におけるマルチメディア符号化方

式(第２世代) 標準規格 

ＳＴＤ－Ｂ６３ １．８ 
高度広帯域衛星デジタル放送用受信装置 標準規

格 

ＳＴＤ－Ｂ７２ １．１ 

Colour Bar Test Pattern for the Hybrid Log-

Gamma (HLG) High Dynamic Range 

Television (HDR-TV) System ARIB 

STANDARD 



 

 

策定 ＴＲ－Ｔ２４ １．０ 
中短波放送所周辺の刺激作用に係る電波防護の

ための電磁界強度の評価法 技術資料 

改定 

ＴＲ－Ｔ２３ １．３０ 
IMT Systems based on 3GPP Specifications 

ARIB Technical Report 

ＴＲ－Ｂ３８ ３．０ 

ＶＨＦ－Ｌｏｗ帯に適用するセグメント連結伝

送方式による地上マルチメディア放送運用規定 

技術資料 

ＴＲ－Ｂ３９ ２．２ 高度広帯域衛星デジタル放送運用規定 技術資料 

ＴＲ－Ｂ４３ １．２ 
高ダイナミックレンジ映像を用いた番組制作の

運用ガイドライン 技術資料 

 

 (3) 第１１３回規格会議（２０１９年１２月５日） 

 標準規格等番号 版数 標準規格等名 

改定 

ＳＴＤ－Ｔ５６ ４．０ 
携帯型無線端末の比吸収率測定法及び電力密度

測定法 標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ９１ ３．０ ＵＷＢ（超広帯域）無線システム 標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ１２０ 
１．４０ 

１．５０ 

IMT Systems based on 3GPP Specifications 

ARIB STANDARD 

ＳＴＤ－Ｂ１０ ５．１３ デジタル放送に使用する番組配列情報 標準規格 

ＳＴＤ－Ｂ２１ ５．１１ デジタル放送用受信装置 標準規格 

ＳＴＤ－Ｂ６０ １．１４ 
デジタル放送におけるＭＭＴによるメディアト

ランスポート方式 標準規格 

ＳＴＤ－Ｂ６３ １．９ 
高度広帯域衛星デジタル放送用受信装置 標準規

格 

改定 

ＴＲ－Ｔ２３ 
１．４０

１．５０ 

IMT Systems based on 3GPP Specifications 

ARIB Technical Report 

ＴＲ－Ｂ１４ ６．６ 
地上デジタルテレビジョン放送運用規定 技術資

料 

ＴＲ－Ｂ１５ ７．８ 
ＢＳ／広帯域ＣＳデジタル放送運用規定 技術資

料 

ＴＲ－Ｂ３９ ２．３ 高度広帯域衛星デジタル放送運用規定 技術資料 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

(4) 第１１４回規格会議（２０２０年３月１８日） 

 標準規格等番号 版数 標準規格等名 

策定 

ＳＴＤ－Ｂ７５ １．０ 

超高精細度テレビジョン放送番組素材伝送

用 可搬形準マイクロ波帯ＯＦＤＭ方式デジ

タル無線伝送システム 標準規格 

ＳＴＤ－Ｂ７６ １．０ 

映像・音声・データ個別ストリーム形式に

よる番組制作用ＩＰインタフェース 標準規

格 

改定 

ＳＴＤ－Ｔ７５ １．６０ 狭域通信（ＤＳＲＣ）システム 標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ１２０ １．６０ 
IMT Systems based on 3GPP 

Specifications ARIB STANDARD 

ＳＴＤ－Ｂ７３ ２．０ 

映像・音声・データ独立型単一ストリーム

形式による番組制作用ＩＰインタフェース 

標準規格 

ＳＴＤ－Ｂ７４ １．１ 

映像・音声・データ個別ストリーム形式番

組制作用ＩＰインタフェースにおけるＡＲ

ＩＢ ＳＴＤ－Ｂ７３で規定されるデータ

構造を持つＲＴＰストリームの運用 標準規

格 

廃止 

ＲＣＲ ＳＴＤ－８ １．１ 
８００ＭＨｚ帯（広帯域）ＭＣＡ陸上移動

通信を行う無線局の無線設備 標準規格 

ＲＣＲ ＳＴＤ－２３ １．２ 
８００ＭＨｚ帯（狭帯域化） ＭＣＡ陸上移

動通信を行う無線局の無線設備 標準規格 

ＲＣＲ ＳＴＤ－２４ １．２ 

８００ＭＨｚ帯（狭帯域化） ＭＣＡ陸上移

動通信を行う無線局の無線設備（ＰＳＴＮ

接続機能を含む。) 標準規格 

改定 ＴＲ－Ｔ２３ １．６０ 
IMT Systems based on 3GPP 

Specifications ARIB Technical Report 

 



 

 

４ 関係団体等への協力 

 (1)  協議会等の事務局 

次の表に掲げる協議会等の事務局業務を担当してそれぞれの協議会等の運営に寄与

した。 

協 議 会 等 の 名 称 目 的 等 の 概 要 

電 波 環 境 協 議 会 

（旧不要 電波 問題対 策協 議会） 

不要電波（電子機器等から発生する不要な電磁波）によ

る障害を防止し、除去するための対策を協議する。 

Ｘ Ｇ Ｐ フ ォ ー ラ ム 
ＴＤＤ技術を基本としてのＸＧＰによる通信サービスを

国際的に広く普及させ、世界の公衆の利益に貢献する。 

ＩＴＳ情報通信システム推進会議 

ＩＴＳ情報通信システムの普及促進を図るため、ＩＴＳ

情報通信システムに関する研究開発及び標準化の調査研

究、関係機関との連絡調整、情報の収集、啓発活動等を

行う。 

高 速 電 力 線 通 信 推 進 協 議 会 
電力線通信の高速化技術、共存技術等の検討・検証を行

い、日本国内での高速電力線通信の普及促進を目指す。 

地 域 Ｂ Ｗ Ａ 推 進 協 議 会 

デジタル・ディバイドの解消、地域の公共サービスの向

上等、地域の公共の福祉の増進を図るため、地域ＢＷＡ

の普及促進を図るとともに、技術的諸課題について検討

を行い、地域ＢＷＡの健全な発展を推進する。 

第５世代モバイル推進フォーラム 

第５世代移動通信システムの早期実現を図るため、第５

世代移動通信システムに関する研究開発及び標準化に係

る調査研究、関係機関との連絡調整、情報の収集、普及

啓発活動等を行う。 

 (2) 国際会議等への貢献 

ＩＴＵ－Ｒの各種会合、３ＧＰＰ会合、ｏｎｅＭ２Ｍ会合、ＡＰＴ会合、デジタル

放送方式に関する関係諸国との会合、ＣＪＫ（日中韓標準化機関）会合、ＦｏＢＴＶ

会合及びＭ２Ｍ関連会合等の国際会議等に３６件延べ６８名の役職員を派遣した。 

 

 (3) 関係団体への役職員の派遣 

次の表に掲げる団体等に対し、役職員を派遣して協力した。 

団 体 名 職 名 等 

総務省 情報通信審議会 

    各種調査研究会等 
専門委員等 

一般財団法人ＮＨＫエンジニアリングシステム 理 事 

一般財団法人移動無線センター 評議員・理事 

一般財団法人自治体衛星通信機構 理 事 

一般財団法人テレコムエンジニアリングセンター 理 事 

一般財団法人情報通信振興会 評議員・理事 

一般財団法人道路交通情報通信システムセンター 理 事 

一般財団法人道路新産業開発機構 理 事 

一般財団法人日本ＩＴＵ協会 評 議 員 



 

 

一般財団法人電波技術協会 評  議  員 

一般財団法人放送セキュリティセンター 監 事 

一般社団法人情報通信技術委員会 評議会委員 

一般社団法人日本ケーブルラボ 理 事 

一般社団法人情報処理学会 情報規格調査会委員 

公益財団法人情報通信学会 評  議  員 

国立研究開発法人情報通信研究機構 各種委員等 

日本放送協会 放送技術審議会委員 

放送文化基金 審査委員会委員 

特定非営利活動法人 ＩＴＳ Ｊａｐａｎ 理事・幹事 

ＩＴＳ標準化委員会 委 員 

衛星測位システム協議会 副 会 長 

次世代ＩＰネットワーク推進フォーラム 幹 事 

受信環境クリーン中央協議会 委 員 

情報通信月間推進協議会 委員会委員長 

ＸＧＰフォーラム 副 議 長 

ＹＲＰ研究開発推進協会（ブロードバンドワイヤレスフォーラム） 委 員 

   

(4) 出捐等 

次に掲げる団体等に対し、会費等を分担して協力した。 

①  公益財団法人公益法人協会 

②  一般財団法人マルチメディア振興センター 

    ③ 公益財団法人情報通信学会 

    ④ 一般財団法人電気通信端末機器審査協会 

    ⑤ 一般財団法人道路交通情報通信システムセンター 

    ⑥ 一般財団法人日本ＩＴＵ協会 

    ⑦ 一般財団法人放送セキュリティセンター 

    ⑧ 一般財団法人電波技術協会 

    ⑨ 一般財団法人日本自動車研究所 

    ⑩ 一般社団法人映像情報メディア学会 

    ⑪ 一般社団法人放送サービス高度化推進協会 

    ⑫ 一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会 

    ⑬ 一般財団法人海外通信・放送コンサルティング協力 

    ⑭ 特定非営利活動法人 ＩＴＳ Ｊａｐａｎ 

    ⑮ 衛星測位システム協議会 

    ⑯ 受信環境クリーン中央協議会 

    ⑰ 情報通信月間推進協議会 

    ⑱ 情報通信アクセス協議会 

    ⑲ ＰＴＣ日本委員会 

    ⑳ ＹＲＰ研究開発推進協会 

    ㉑ 次世代安心・安全ＩＣＴフォーラム 

     



 

 

 

Ⅲ 組織等の現況 

 １ 会員 

当会の会員は、２０１８年度末で正会員１９７会員及び賛助会員３７会員であった

が、２０１９年度末現在の会員数は、次の表に掲げるとおり正会員１９８会員及び賛

助会員５１会員である。 

会 費 等 規 定 に 基 づ く 正 会 員 の 区 分 正 会 員 数 賛助会員数 

 電気通信事業者 ９ 

 
 放送事業者 １８ 

 無線機器関連研究・開発・製造等事業関係 １４０ 

 卸売業、銀行、電気・ガス等事業及び公益法人等 ３１ 

合 計 １９８    ５１ 

  

２ 会議 

  (1) 定時総会 

 第９回定時総会（２０１９．６.２５） 

①  ２０１８年度の事業報告及び決算について 

②  公益目的支出計画実施報告書について 

③  定款変更について 

④  規程類の整備について 

⑤  役員等の選任について 

⑥  その他 

 

  (2) 理事会 

ア 第２６回理事会（２０１９．５.２８） 

①  ２０１８年度の事業報告及び決算について 

②  公的目的支出計画実施報告書について 

③  職務執行状況の報告について 

④  第９回定時総会の開催について 

⑤ その他 

  (ｱ) 理事会決定に基づき会長に一任された入会承認等の実績報告について 

  (ｲ) 会計監査人の報酬について 

  （ｳ) その他 

イ 第２７回理事会（２０１９．６.２５） 

①  会長、副会長、専務理事、常務理事及び業務執行理事の選定並びに業務執

行理事等の業務分担について 

②  その他 



 

 

  (ｱ) 理事会決定に基づき会長に一任された入会承認等の実績報告について 

  (ｲ) その他 

ウ 第２８回理事会（２０２０．２.２０） 

①  ２０２０年度の事業計画及び収支予算について 

②  職務執行状況の報告について 

③  規程類の改正について 

④  その他 

  (ｱ) 理事会決定に基づき会長に一任された入会承認等の実績報告について 

  (ｲ) その他 

  

３ 役員 

２０１９年度末の役員等は、別紙の役員等名簿のとおりである。 

 

 ４ 委員会等 

当会には、定款の規定により規格会議及び規格評議会が設置されるとともに、業務

上必要があるときは委員会を置くことができるが、２０１９年度末現在のこれらの委

員会等の設置状況は、次の表に掲げるとおりである。 

 

委 員 会 の 名 称 設    置    日 任      務      等 

規 格 会 議 

 

平成７年５月１５日 

 

標準規格の策定に関する事項 

規 格 評 議 会 同   上 

標準規格策定等の手続に対する異議

の申立てに係る、会長の諮問に対す

る審議 

 

 

 

 

 

委 

 

員 

 

会 

業 務 委 員 会 同   上 

当会の運営（技術委員会及び普及戦

略委員会の所掌を除く。）について

調査及び企画 

技 術 委 員 会 同   上 

当会の運営のうち技術的な事項につ

いて調査及び企画 

普 及 戦 略 委 員 会 平成９年５月２８日 

当会の運営のうち普及に関する事項

について調査及び企画 

高度無線通信研究 

委 員 会 
平成９年９月２５日 

ＩＭＴ及びブロードバンドワイヤレ

スアクセス（ＢＷＡ）の技術検討と

標準化の推進。 

電 磁 環 境 委 員 会 平成９年９月２５日 

通信・放送分野における電磁環境問

題について調査研究及び普及・啓発

活動 



 

 

また、業務委員会、技術委員会及び普及戦略委員会の下には必要に応じ小委員

会、開発部会等を設置することができるが、２０１９年度末現在の小委員会、開発

部会等の設置状況は、次の表に掲げるとおりである。 

 

委員会名 小 委 員 会、 開 発 部 会 等 の 名 称 

業 務 委 員 会 小 委 員 会 
調 査 統 計 小 委 員 会 

電 波 産 業 振 興 小 委 員 会 

技 術 委 員 会 

ワーキンググループ 放 送 国 際 標 準 化 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ 

調 査 研 究 会 

自 営 無 線 通 信 調 査 研 究 会 

テ ラ ヘ ル ツ 調 査 研 究 会 

（２０２０年３月３１日まで） 

固 定 系 無 線 将 来 展 望 調 査 研 究 会 

（２０２０年３月３１日まで） 

気 象 レ ー ダ ー 調 査 研 究 会 

開 発 部 会  

無 線 Ｌ Ａ Ｎ シ ス テ ム 開 発 部 会 

デ ジ タ ル 放 送 シ ス テ ム 開 発 部 会 

ス タ ジ オ 設 備 開 発 部 会 

素 材 伝 送 開 発 部 会  

普 及 戦 略 委 員 会 普 及 部 会 デ ジ タ ル 放 送 国 際 普 及 部 会 

 

なお、２０１９年度末現在の業務委員会、技術委員会及び普及戦略委員会の構成員

は、次の表に掲げるとおりである。 

構 成 員 業務委員会 技術委員会 普及戦略委員会 

株 式 会 社 Ｎ Ｔ Ｔ ド コ モ ○ ○ ○ 

株 式 会 社 エ フ エ ム 東 京 ○ ○ ○ 

沖 電 気 工 業 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

シ ャ ー プ 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

ソ ニ ー 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

株 式 会 社 テ レ ビ 朝 日  ○  

株 式 会 社 テ レ ビ 東 京  ○  

東京電力パワーグリッド株式会社 ○ ○  

株 式 会 社 Ｔ Ｂ Ｓ テ レ ビ  ○ ○ 

株 式 会 社 東 芝 ○ ○ ○ 

ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

ソ フ ト バ ン ク 株 式 会 社 ○ ○  

日本テレビ放送網株式会社 ○ ○ ○ 

日 本 電 気 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

株式会社ＪＶＣケンウッド ○ ○ ○ 



 

 

日 本 放 送 協 会 ○ ○ ○ 

日 本 無 線 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

パ イ オ ニ ア 株 式 会 社 ○ ○  

パ ナ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

株 式 会 社 日 立 国 際 電 気 ○ ○ ○ 

株 式 会 社 日 立 製 作 所 ○ ○  

富 士 通 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

株式会社フジテレビジョン  ○  

三 菱 電 機 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

ﾓﾄﾛｰﾗ･ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ株式会社 ○ ○  

株 式 会 社 Ｗ Ｏ Ｗ Ｏ Ｗ ○ ○  

 

 ５ 事務局 

２０１９年度末の事務局は、１本部（研究開発本部）、３部（総務部、利用促進部、

企画国際部）で構成しており、研究開発本部には、次のセンター及び業務別グループ

を設置している。 

  (1) 研究開発本部 

① 開発センター、５Ｇ実証試験推進センター 

② 放送グループ、ＩＳＤＢ－Ｔ国際普及グループ、移動通信グループ、ＩＴＳグ

ループ、固定通信グループ、航空海上通信グループ、宇宙通信グループ、周波

数資源グループ及び電磁環境グループ 

 

(2) 当会の２０１９年度末の事務局の要員は、事務局長以下の役職員７０名であり、

その配置状況は、次の表に掲げるとおりである。 

 事 務 局 配 置 区 分 配 置 要 員 数 

常 勤 役 員 ４ 

総 務 部 ６ 

研 究 開 発 本 部 ４３ 

利 用 促 進 部 １０ 

企 画 国 際 部 ７ 

合         計 ７０ 

  

 

Ⅳ 附属明細書 

 ２０１９年度事業報告には、事業報告の内容を補足する重要な事項は特にないので、

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条第３項に規定する

附属明細書は作成しない。 
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